
交付書面につき省略事項

連結注記表

個別注記表
第27期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

株式会社オプトラン

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款
第16条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対し
て交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略して
おります。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
・連結子会社の数 ８社
・連結子会社の名称 光馳科技（上海）有限公司

光馳科技股份有限公司（台湾）
光馳（上海）商貿有限公司
Optorun USA, INC.
Afly solution Oy
光馳半導体技術（上海）有限公司
ナノリソティックス株式会社
Optorun Vina Company Limited

また、非連結子会社はありません。
⑵ 持分法の適用に関する事項

・持分法適用の関連会社数 １社
・持分法適用会社の名称 浙江晶馳光電科技有限公司

なお、当連結会計年度において安徽繁楓新能源科技有限公司は出資持
分の一部を譲渡したため、持分法適用の範囲から除外しております。

また、持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社はありません。
⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は総平均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 総平均法による原価法を採用しております。
ロ．デリバティブ 時価法を採用しております。
ハ．棚卸資産

・仕掛品 当社は個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）を、在外子会社は個別法による低価法を
採用しております。

・原材料及び貯蔵品 当社は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）を在外子会社は先入先出法に
よる低価法を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法（ただし、建物並びに2016年４月１日以後に取得した
建物附属設備及び構築物については定額法）を、在外子会社は定額法を
採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ５年〜38年
機械装置及び運搬具 ２年〜13年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。
ハ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。
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③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、支給見込額の当連
結会計年度負担額を計上しております。

ハ．製品保証引当金 製品販売後の保証費用の支出に備えるため、過去の発生実績割合に基
づき計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
当社グループは、主として成膜装置の製造・販売の提供を行っております。
装置販売は、顧客と約束した仕様及び品質の装置を提供することを履行義務として識別しており、顧客

の検収を受けた時点に当該装置に対する支配が顧客に移転することから、履行義務が充足されると判断
し、当該時点で収益を認識しております。

取引の対価は、主として履行義務の充足時点から１年以内に受領しております。なお、一部の取引にお
いて前受金を収受しておりますが、重要な金融要素は含んでおりません。

⑤ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約につい

ては、振当処理の要件を満たしている場合には振当処理によっておりま
す。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建債権及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する社内管理規程に基づき、為替相場変動リス
クをヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 外貨建予定取引に係る為替予約については、予定取引の主要な取引条
件の予測可能性及びその実行可能性を検討し、有効性の評価を行ってお
ります。ただし、振当処理によっている外貨建債権に係る為替予約取引
については、有効性の評価を省略しております。
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⑥ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法

当社は退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職
給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

ハ．のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積り当該期間にわたり均等償却しており

ます。
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２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022
年改正会計基準」という。)等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分(その他の包括利益に対する課税)に関する改正については、2022年改正会計基準第
20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適
用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。)第65-２項(２)ただし書きに定める
経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算
書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首か
ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結
計算書類となっております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響はあ
りません。

３．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 355,139千円
繰延税金負債 3,265,882
※繰延税金負債と相殺した繰延税金資産 1,610,714

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産は将来の合理的な課税所得の見積額に基づき、回収可能性が認められる金額を計上しており

ます。繰延税金資産の回収可能性における重要な仮定は、事業環境や市場環境等を考慮した事業計画を基礎
とする課税所得の見積りであります。

今後、課税所得の見積りの基礎となる事業環境等の変化により、課税所得の見積りに変化が生じた場合、
回収可能性が認められる繰延税金資産の金額が変動する結果となり、税金費用が増加もしくは減少し、翌連
結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 4,525,387千円

上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

⑵ 当座貸越契約
当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結

しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当連結会計年度

当座貸越極度額 14,400,000千円
借入実行残高 400,000

差引額 14,000,000

⑶ その他有利子負債
IFRSを適用している連結子会社である光馳半導体技術（上海）有限公司が、第三者割当の方法により発行

した株式等について、一定の事象が生じた場合、本割当先等からの買取請求権の行使を受ける可能性がある
ため、当該割当等に基づく対価は、IFRSに基づき将来の支払予定額を現在価値に割引計算した結果をその他
有利子負債に計上しております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 44,358,000株

⑵ 配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2025 年 ３ 月 25 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 1,087,399 26 2024年12月31日 2025年３月26日

2025 年 ８ 月 ８ 日
取 締 役 会 普通株式 1,076,289 27 2025年６月30日 2025年９月８日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年３月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 1,076,285 27 2025年12月31日 2026年３月27日

⑶ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的と
なる株式の種類及び数

普通株式 31,500株
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６．金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金融

機関からの借入により資金を調達しております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために
利用しており、投機的な取引を行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行

うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。
出資金は発行体の信用リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。外貨建ての営業債務は、為替

の変動リスクに晒されております。
借入金は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、固定金利となっており

ます。
その他有利子負債は、IFRSを適用している連結子会社が、第三者割当の方法により発行した株式等につ

いて、一定の事象が生じた場合、本割当先等からの買取請求権を行使を受ける可能性があるため、当該割
当等に基づく対価をIFRSに基づき将来の支払予定額を、現在価値に割引計算した結果を計上したものであ
り、金利変動リスク等に晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為
替予約取引等を必要に応じて利用しております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに取引先ご
との信用状況を定期的に把握する体制をとっております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、外貨建ての営業債権債務に係る変動リスクは通貨別に区分し、継続的に把握してお

り、一部については先物為替予約を必要に応じて利用しております。
投資有価証券及び出資金については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。
デリバティブ取引については、取引権限等を定めたデリバティブ管理規程に基づき、取引の実行及び

管理は経営企画部が行っております。取引結果については毎月経営会議に報告しております。
ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、子会社等からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流
動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
当連結会計年度の末日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、市場価格のない株式等は「投資有価証券」及び「出資金」には含めておりません。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 投資有価証券（注２）

①その他有価証券 280,000 280,000 −

②関係会社株式 3,658,134 5,430,395 1,772,260

(2) 出資金（注２） 6,590,913 6,590,913 −

(3) その他有利子負債 4,989,365 4,989,365 −

(4) デリバティブ取引（注３） （205,751） （205,751） −

（注）１．現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金、未払法
人税等は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

２．市場価格のない株式等

区分 連結貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券 244,593

出資金 2,493,773

３．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
場合は、（ ）で表示しております。
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⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 280,000 − − 280,000

出資金 − − 6,590,913 6,590,913
その他有利子負債 − 4,989,365 − 4,989,365
デリバティブ取引（注）

通貨関連 − （205,751） − （205,751）
（注）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる場合

は、（ ）で表示しております。
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② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 5,430,395 − − 5,430,395

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類しております。
出資金

一部の在外連結子会社が適用しているIFRS第９号「金融商品」により時価評価を行う非上場株式につ
いては、主として類似企業比較法により時価を算定しており、レベル３の時価に分類しております。
その他有利子負債

その他有利子負債の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率
を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
デリバティブ取引

時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価
に分類しております。
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７．収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

分野別 当連結会計年度

光学 26,270,832千円

半導体光学融合 3,248,911

その他 4,341,541

顧客との契約から生じる収益 33,861,286

その他の収益 −

外部顧客への売上高 33,861,286

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関

する注記等(4)会計方針に関する事項④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

⑶ 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時
期に関する情報
① 顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 4,949,938千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 5,502,719

契約負債（期首残高） 9,731,388

契約負債（期末残高） 11,494,190

契約負債は、主に装置販売に係る顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいて、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引はありません。
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８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産 1,439円48銭

１株当たり当期純利益 73円30銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 73円10銭

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり
ます。

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 2,959,661

普通株主に帰属しない金額（千円） −

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益（千円） 2,959,661

普通株式の期中平均株式数（株） 40,375,370

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（千円） −

普通株式増加数（株） 112,647

（うち新株予約権（株）） （112,647）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 −

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法を採用しております。
② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は総平均法により算定）を採用しております。
・市場価格のない株式等 総平均法による原価法を採用しております。

③ デリバティブ 時価法を採用しております。
④ 棚卸資産

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

・原材料及び貯蔵品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、建物並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及

び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ５年〜38年
機械装置 ２年〜13年
車両運搬具 ６年
工具器具備品 ２年〜15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。
③ リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。
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⑶ 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

⑷ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員への賞与の支出に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額
を計上しております。

③ 製品保証引当金 製品販売後の保証費用の支出に備えるため、過去の発生実績割合に基
づき計上しております。

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の
計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しております。

⑸ 収益及び費用の計上基準
当社は、主として成膜装置の製造・販売の提供を行っております。
装置販売は、顧客と約束した仕様及び品質の装置を提供することを履行義務として識別しており、顧客の

検収を受けた時点に当該装置に対する支配が顧客に移転することから、履行義務が充足されると判断し、当
該時点で収益を認識しております。

取引の対価は、主として履行義務の充足時点から１年以内に受領しております。なお、一部の取引におい
て前受金を収受しておりますが、重要な金融要素は含んでおりません。

⑹ 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約につい

ては、振当処理の要件を満たしている場合には振当処理によっておりま
す。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建債権及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する社内管理規程に基づき、為替相場変動リス
クをヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 外貨建予定取引に係る為替予約については、予定取引の主要な取引条
件の予測可能性及びその実行可能性を検討し、有効性の評価を行ってお
ります。ただし、振当処理によっている外貨建債権に係る為替予約取引
については、有効性の評価を省略しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022
年改正会計基準」という。)等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
⑴ 当事業年度に計算書類に計上した金額

繰延税金資産 1,052,058千円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産は将来の合理的な課税所得の見積額に基づき、回収可能性が認められる金額を計上しており

ます。繰延税金資産の回収可能性における重要な仮定は、事業環境や市場環境等を考慮した事業計画を基礎
とする課税所得の見積りであります。

今後、課税所得の見積りの基礎となる事業環境等の変化により、課税所得の見積りに変化が生じた場合、
回収可能性が認められる繰延税金資産の金額が変動する結果となり、税金費用が増加もしくは減少し、翌事
業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記
⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 2,428,081千円

上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

⑵ 保証債務
以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

光馳科技（上海）有限公司 400,000千円

⑶ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 2,482,979千円
長期金銭債権 200,000千円
短期金銭債務 4,238,206千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 4,112,365千円
仕入高 23,182,391千円
原材料の有償支給高 4,838,553千円
販売費及び一般管理費 932,442千円

営業取引以外の取引高 846,993千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 4,495,562株
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７．税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 8,767千円
棚卸資産 199,291
製品保証引当金 21,173
貸倒引当金 52,579
退職給付引当金 73,346
有形固定資産 230,031
研究開発費 30,159
役員株式報酬 313,761
関係会社株式評価損 303,564
その他 122,947
繰延税金資産小計 1,355,623
評価性引当額 △303,564

繰延税金資産合計 1,052,058
繰延税金負債

その他 −
繰延税金負債合計 −
繰延税金資産の純額 1,052,058

⑵ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が2025年3月31日に国会で成立したことに

伴い、2026年4月1日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2027年1月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債については、法定実効税率を30.5％から31.4%に変更し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額は21,251千円増加し、法人税等調整額（貸方）が

20,652千円増加、その他有価証券評価差額金（借方）が598千円減少しております。
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８．関連当事者との取引に関する注記
⑴ 子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 光馳科技（上海）
有限公司

所有
直接 100.0％

製品等の販売
及び仕入
研究開発の委託
役員の兼任
債務保証

原材料の
有償支給

（注）１
4,326,634 未 収 入 金 1,782,341

製品仕入及び
研究開発委託

（注）１
22,052,728

買 掛 金 3,171,108

未 払 金 568,993

未 払 費 用 92,154

立 替 金 1,109

債務保証
（注）２ 400,000 − −

子 会 社 光馳（上海）商貿
有限公司

所有
直接 100.0％

製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売

（注）１
2,505,632 売 掛 金 216,226

子 会 社 光馳科技股份
有限公司（台湾）

所有
直接 100.0％

製品の販売
役員の兼任 配当の受取 766,146 − −

関連会社 浙江晶馳光電
科技有限公司

所有
間接 49.0％

製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売

（注）１
166,883

売 掛 金 32,488

契 約 負 債 415,380

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１．製品の販売及び仕入、研究開発の委託、原材料の有償支給については、一般の取引条件または当社購

入価格をもとに決定しております。
２．当社は子会社の銀行借入に対して債務保証を行っており、債務保証料については、一般的な保証料を

勘案して合理的に決定しております。
なお、取引金額は当事業年度末における保証残高であります。
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⑵ 役員及び個人主要株主等

種 類 会 社 等 の 名 称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との
関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

役 員 林 為平 （被所有）
直接 2.5％ 当社取締役

ストック・オプションの
権利行使

（注）３
35,340 − −

金銭報酬債権の現物出資
に伴う自己株式の処分

（注）４
73,686 − −

役 員 範 賓 （被所有）
直接 1.8％ 当社代表取締役

ストック・オプションの
権利行使

（注）３
12,090 − −

金銭報酬債権の現物出資
に伴う自己株式の処分

（注）４
79,945 − −

役 員 近藤 宏冶 （被所有）
直接 0.1％ 当社取締役

金銭報酬債権の現物出資
に伴う自己株式の処分

（注）４
14,595 − −

役 員 に
準ずる者 孫 大雄 （被所有）

直接 6.2％ 当社名誉会長

名誉会長業務の委嘱
（注）１ 43,938 − −

ストック・オプションの
権利行使

（注）３
35,340 − −

役 員 に
準ずる者 高橋 俊典 （被所有）

直接 0.7％ 当社上級顧問

上級顧問業務の委嘱
（注）２ 37,014 − −

ストック・オプションの
権利行使

（注）３
12,090 − −

（注）１．孫大雄氏は、当社の創業者かつ代表取締役会長及び代表取締役社長経験者であり、長年の経験と知見
並びに幅広い人脈を有しており、これを当社業務に活かすため、名誉会長という立場で当社の現経営
陣に対して助言等を行っております。報酬額については、委嘱する職位における業績貢献の重要性の
度合い及び業務内容により決定しております。

２．高橋俊典氏は、当社の取締役経験者であり、長年の経験と知見並びに幅広い人脈を有しており、これ
を当社業務に活かすため、上級顧問という立場で当社の現経営陣に対して助言等を行っております。
報酬額については、委嘱する職位における業績貢献の重要性の度合い及び業務内容により決定してお
ります。

３．ストック・オプションの権利行使は、権利付与時の契約によるものであります。
４．譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものであります。
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９．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「７．収益認識に関する注

記」に同一の内容を記載しているため注記を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産 598円67銭

１株当たり当期純利益 35円84銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 35円74銭

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり
ます。

１株当たり当期純利益

当期純利益（千円） 1,446,933

普通株主に帰属しない金額（千円） −

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,446,933

普通株式の期中平均株式数（株） 40,375,370

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） −

普通株式増加数（株） 112,647

（うち新株予約権（株）） （112,647）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 −

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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